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はじめに

固定ブロードバンド市場における接続ルールは、ここ数年毎年のように情報通信審議

会・研究会で議論を積み重ねてきた結果、昨年度のＮＧＮの接続ルールの整備をはじめ

として、一定の整理が図られているものと認識しています。

こうした中で、今回、残された個別の課題に対するこれまでの当社の取り組みと考え

を述べさせていただきます。

また、今回新たに、携帯電話の接続料がテーマとして掲げられましたので、固定系の

事業者としての立場から意見を述べさせていただきます。
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■固定ブロードバンド市場では、ＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶなど、多様なアクセス手段が存在し、

首都圏を中心として熾烈な競争が展開されています。

その結果、我が国では、光サービスが世界に先駆けて普及する等、世界で最も低廉で高速なブ

ロードバンドサービス環境が実現しています。

１．固定ブロードバンド市場の公正競争環境の整備

【資料１】多様なブロードバンドアクセス

【資料２】固定ブロードバンド契約数の推移

【資料３】首都圏における競争状況

【資料４】世界で最も低廉で高速なブロードバンドサービス
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（出典）ＤＳＬ・ＦＴＴＨ・ＣＡＴＶの契約数は「電気通信事業分野の競争状況に関する四半期データの公表」（H20.9月末時点）
携帯電話・公衆無線LANの契約数は「電気通信事業分野における競争状況の評価２００７」（H19.12月末時点）

お客様

ＤＳＬ
（約１，２００万）

50Mbps 100M～
1Gbps

160Mbps

■ 固定系ブロードバンドアクセスであるＤＳＬ・ＦＴＴＨ・ＣＡＴＶに加え、携帯電話、公衆無線ＬＡＮ等のモバイル系

ブロードバンドアクセスも展開されており、お客様は多様なアクセス手段を選択可能。

インターネット・ブロードバンドネットワークインターネット・ブロードバンドネットワーク

ＦＴＴＨ
（約１，４００万）

携帯電話
（約８，８００万）

ＣＡＴＶ
（約４００万）

公衆無線ＬＡＮ
（約７００万）

ＷｉＭＡＸ・
次世代ＰＨＳ

20Mbps
（次世代PHS）

100Mbps

【資料１】 多様なブロードバンドアクセス

（注）速度に関する数値は商用サービスの速度であり､ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄでの最大値。
なお、ＬＴＥ・次世代PHSは商用化前であり、理論上の最大値。
DSL：NTT東 フレッツADSL等
FTTH：NTT東 Bフレッツハイパーファミリータイプ等
CATV：J:COM様等

～100Mbps
（LTE）

7.2Mbps
75Mbps

（ＷｉＭＡＸ）

モバイル系
ブロードバンドアクセス

固定系
ブロードバンドアクセス
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【資料２】 固定ブロードバンド契約数の推移

■ ＤＳＬ、光（ＦＴＴＨ）、ＣＡＴＶインターネットなど多様なブロードバンドサービスが展開。Ｈ２０年９月末現在、

固定ブロードバンド契約数は２，９８０万。
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契約数
（四半期）
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1,200万

DSLDSL

400万

CATVCATV

1,380万

光（FTTH）光（FTTH）

H19

【年度】

H20

※普及率：契約数÷世帯数（平成17年国勢調査結果）
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（出典）総務省公表値 H20.9月末時点



5

東京都 神奈川

〔458万契約〕 〔262万契約〕

35.4%

9.3%
27.7%

13.2%

14.3%
フレッツ光

他社光計

他社DSL計

フレッツ・ADSL

CATV計

（参考）首都圏

（参考）東日本

〔1,051万契約〕

〔1,556万契約〕

（出典）総務省公表値及び当社調べ H20.9月末時点

【資料３】 首都圏における競争状況

■ 固定ブロードバンド市場におけるＮＴＴ東日本のシェアは、東京都で４５％、神奈川県で４２％と熾烈な競争が

展開。

33.2%

8.7%

29.1%

14.7%

14.2% フレッツ光

CATV計

他社DSL計

フレッツ・ADSL

他社光計

36.7%

14.4%
26.8%

11.7%

10.4%
フレッツ光

他社光計

他社DSL計

フレッツ・ADSL

CATV計
25.9%

8.4%

36.1%

12.0%

17.6%
フレッツ光

他社光計

CATV計

他社DSL計

フレッツ・ADSL

ＮＴＴ東シェア
４５%

ＮＴＴ東シェア
４２%

ＮＴＴ東
シェア
４５%

ＮＴＴ東
シェア
51%
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光ﾌｧｲﾊﾞ
世帯普及率

2006年より
光ｱｸｾｽ(FTTC)
商用ｻｰﾋﾞｽ開始

2007.3より
光ｱｸｾｽ（FTTH)
商用ｻｰﾋﾞｽ開始

光ｱｸｾｽ（FTTH）
商用ｻｰﾋﾞｽ未提供

光ｱｸｾｽ（FTTH）
商用ｻｰﾋﾞｽ未提供

光ﾌｧｲﾊﾞ
世帯普及率

光ﾌｧｲﾊﾞ
世帯普及率

28％ 41％ 2％

日本 韓国 アメリカ ドイツ フランス イギリス ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

1,197
[～50Mbps]

403

506

1,376
[～100Mbps]

（契約数・万）

1,000

2,000

3,000

7,000

光ファイバ DSL ｹｰﾌﾞﾙ・他

【諸外国のブロードバンドサービスの契約数と料金】

3,859

2,975
[～7Mbps]

0.08

0.36

0.63

0.25

0.50

0.75

3.00

（100kb/sあたり料金・ﾄﾞﾙ）

100kb/sあたり料金

634
[～100Mbps]0.07

0.49

3.45

386
[～10Mbps]

185[～50Mbps]

契約数：日本・韓国は08.9月末、アメリカは07.12月末、ドイツ・フランス・イギリスは08.3月末、

2,976

1,526

7,018

2,010
[～20Mbps]

127

70

351

173

1,556
[～20Mbps]

1,275
[～8Mbps]

394
[～20Mbps]

2,137

1,626 1,626

566

【資料４】 世界で最も低廉で高速なブロードバンドサービス

■ 光サービスは、日本が世界に先駆けて普及。世界で最も低廉な料金水準でサービスを提供。

契約数

オーストラリアは08.6月末時点。100kb/sあたり料金：ITU Internet Report 2006より

0.51
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■世界で最も低廉で高速なブロードバンドサービス環境が実現した背景には、当社が光アクセスの

構築を積極的に推進し、エリア拡大を図ってきたことに加え、ドライカッパ、ダークファイバ、

局舎コロケーション、電柱・管路の開放等、積極的にアンバンドル／オープン化を推進してきた

結果、接続事業者様が自前でネットワークを構築できる環境が十分整っていることにあると考え

ます。

【資料５】 世界に先駆けた光アクセスへの投資とエリア展開

【資料６】 他事業者様は独自のネットワークを構築

【資料７】 主要国とのブロードバンド規制比較
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【資料５】 世界に先駆けた光アクセスへの投資とエリア展開

■光ブロードバンドサービスの拡大に向け、積極的なエリア拡大に取組み、今年度末でエリアカバー率は９１％。

■平成１３年度から平成２０年度累計で、１兆円超（東西合計で２兆円超）の光アクセス投資。

（単位：億円）

総額１兆円超（東西合計で２兆円超）

H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度
（見込）

H21年度
（計画）
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（単位：％）
91％

34％

エリアカバー率 34％ → 91％

740 860 1,250 1,430 1,750 1,960 1,930 1,840 1,840

光

ア
ク
セ
ス
設

備

投

資

額

フ
レ
ッ
ツ
光
エ
リ
ア
カ
バ
ー
率

（ ※ ）

（※）フレッツ光エリアカバー率 ＝ フレッツ光提供エリア内固定電話施設数 ／ 固定電話施設数



注１：契約数はH20.9月末（当社業務エリア） 総務省公表値及び当社調べ
注２：提供実績はH20.12月末、電柱・管路・とう道のみＮＴＴ東・西の合計値

光ファイバ

メタル回線

自前光ファイバ

自前同軸

光ファイバ
(ﾀﾞｰｸ・ｼｪｱﾄﾞ)
メタル回線
(ﾄﾞﾗｲｶｯﾊﾟ等)

【資料６】 他事業者様は独自のネットワークを構築

局舎コロケーション：4.6万架
中継光ファイバ：5.2万芯

ＦＴＴＨ ：162万契約

ＡＤＳＬ ：417万契約ＣＡＴＶ ：182万契約

ＦＴＴＨ ：570万契約

ＡＤＳＬ ：225万契約
契約数

アクセス

ネットワーク －－

アクセス

ネットワーク

加入ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ：25万芯

ﾄﾞﾗｲｶｯﾊﾟ：247万契約

ﾗｲﾝｼｪｱﾘﾝｸﾞ：315万契約

電柱 ：365万本
管路・とう道：4,165ｋｍ

－

提
供
実
績

接
続
形
態

ＳＢＢ様、イーアクセス様電力系・ＣＡＴＶ事業者様ＮＴＴ東日本

9

ＩＰネットワーク
（ＮＧＮ、地域ＩＰ網 等）

ＫＤＤＩ様、ＵＳＥＮ様

自前
ＩＰネットワーク

自前
ＩＰネットワーク

◎ ◎

■ 光ファイバや局舎、電柱・管路等のオープン化により、他事業者様はこれを自由に組み合わせて、独自の
ＩＰネットワークを構築している。
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なしなしなしなしあり光ファイバ

ありありありなしあり
メタル

〔回線共用〕

メタル

〔ﾄﾞﾗｲｶｯﾊﾟ〕

EUは競争
評価の実施
を義務付け

↓

各国の判断
により提供
を義務付け

なしなしなしなしあり
ネットワーク部分（IP網）の
アンバンドル

ＥＵ

アクセス部分の
アンバンドル

ありありありありあり

独英米 仏日本

提供義務

（H15年に廃止） （H17年に廃止）

■ 主要国において、光インターネットのアクセス部分（光ファイバ）やネットワーク部分（IP網）をアンバンドルし、

提供義務があるのは日本のみ。

（H15年に廃止）

【資料７】 主要国とのブロードバンド規制比較
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■当社は、これまで接続事業者様から寄せられた様々なご要望に対して個別にご相談させて頂き、

例えば、屋内配線工事の実施やＦＴＴＲサービス（柱上ＶＤＳＬ接続）の実現等、ご利用しやす

い環境作りに努めてきており、今後とも、可能な限り接続事業者様のご要望にお応えしていきた

いと考えています。

ただし、今回の検討対象事項のうち、ＷＤＭ装置の設置等、新たに設備を構築することまで当社

に義務づけたり、誰でも設置できる屋内配線工事を規制の対象とすることは、過剰な規制である

と考えます。

【資料８】 オープン化の取り組み状況

【資料９】 固定ブロードバンド市場の論点に対する当社の考え方
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■ 当社は、光ファイバや局舎、電柱・管路・とう道といった当社設備を他事業者様の要望に応じて提供すると

ともに、接続メニューの多様化、手続きの迅速化、情報開示の充実等を年々図ってきている。

【資料８】 オープン化の取り組み状況（1/2）

H18年度 提供実績

H18.12

18万芯

25万芯

H20.12

H18.12 H20.12

3,400回線

Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｒ

Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｒ

FTTRの
提供回線数

他事業者様の接続要望（接続方法、提供開始時期等）に応じて提供条件・提供
料金等の検討や他事業者様設備との接続に係る技術検証（計7回）等を実施

（H18年度 50回線） （H19年度 1,600回線） （H20年度 1,600回線）

（H20年度 100回線）

■電柱情報（位置･ｶﾊﾞｰｴﾘｱの住所等）の開示

■端子函が無い電柱での端子函新設工事を実施

■ｹｰﾌﾞﾙ単位のｶﾊﾞｰｴﾘｱ住所
情報を開示

700件
（H18年度 700件）

30件（H20年度 30件）

5件

H19年度 H20年度

Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ

Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ

光屋内配線

他事業者様からのH20.9末の提供開始要望を踏まえ、
提供条件・提供料金等に係る協議を実施

■新設工事を実施（H20.9末～）

7,000件

■ﾋﾞﾙ等に当社の既設屋内配線があれば、貸し出しを実施
56,000件

（H18年度 12,000件） （H19年度 12,000件） （H20年度 12,000件）

接続ﾒﾆｭｰ
の多様化

新
設

既
設

■開通工事の時刻指定

■廃止工事の無派遣化による立会の解消

他社OSU共用
実験への協力

■当社OSUの貸し出し･他事業者様が
指定するﾊﾟﾗﾒｰﾀ設定工事

■他事業者様が購入できるよう当社

OSUを外販許諾

電柱

接続ﾒﾆｭｰ
の多様化

情報開示の
充実等

加入ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞの
提供芯線数

電柱提供本数

■添架申請手続き簡素化等に関する試行実施

・手続期間の短縮化（引込線工事30日→1日）を実現

・新たな添架ﾎﾟｲﾝﾄ（6.1mﾎﾟｲﾝﾄ）の開放

試行実施以降、他事業者様から手続き簡素化等の
本格実施の要望が無い状況

■光ﾌｧｲﾊﾞの接続品質の向上のため
のｺﾈｸﾀ清掃

H18.12 H20.12

303万本
365万本

＊東西計

管路･とう道提供距離

H18.12

3,662km
4,165Km

H20.12
＊東西計

3,300回線

100回線

■電話重畳型のFTTR接続の実現

■電話非重畳型のFTTR接続方法の追加

■FTTR接続の接続ｴﾘｱの細分化
（ｹｰﾌﾞﾙ方面毎の接続）

■接続する電柱範囲を拡大

50回線
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【資料８】 オープン化の取り組み状況（2/2）

Ｄ
Ｓ
Ｌ

Ｄ
Ｓ
Ｌ

H18.12

47３万 403万

H20.12

・当社で契約ｽｷｰﾑ、ｼｽﾃﾑ改修等を検討後、全てのDSL事業者42社に提案
・利用意向を示された4社と詳細な契約内容や運用方法等について協議
・4社からの提案を受け、当社よりｺｽﾄ負担の在り方について、38社に意向確認を実施

（賛成1社、反対12社、無回答25社）

当社で案を作成し、56社*に照会、全事業者様の
意見を集約し、新基準を作成

■新基準の運用

▲H20.5～ ｵﾍﾟﾚｰﾀ対応
▲H20.10～ ｼｽﾃﾑ対応

■お客様に名義人情報を最新化していただくよう注意喚起

・請求書に当該案内を同封 （H19.6、H20.2、H20.8各2千万通強送付）

・当社ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞ等に当該案内を掲載 （H19.5～）

＊DSL事業者様と番号ﾎﾟｰﾀﾋﾞﾘﾃｨ事業者様の総計

H18年度 H19年度 H20年度

DSL＊

提供回線数

提供実績

中
継
光
フ
ァ
イ
バ
・
局
舎

中
継
光
フ
ァ
イ
バ
・
局
舎

空き芯線が
無い区間の

扱い

異経路構成
の調査

接続ﾒﾆｭｰ
の多様化

H18.12

4.9万芯
5.2万芯

H20.12

中継光ﾌｧｲﾊﾞの
提供芯線数

名義人判
定基準の
弾力化

名義人情報
の最新化

ＤＳＬ
事業者名での
電話重畳型
ＤＳＬ契約

総務省
審議会等

総務省
審議会等

■中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞに空きが生じた場合のﾒｰﾙ配信

■各種ﾘｿｰｽ（中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ･局舎ｽﾍﾟｰｽ等）をｾｯﾄで調査し提供

■中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞのﾌｨﾙﾀ有無
に応じた調査

270件

20件

■中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞに空きが無い区間における代替ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞを実施
「中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞに空きが無い区間
で既設WDMに空きがあれば貸し出す」旨
を表明 （H18.11）

2件

◇認可申請：延べ31回

◇意見招請：延べ19回

◇認可申請：延べ27回

◇意見招請：延べ16回

◇認可申請：延べ29回

◇意見招請：延べ19回 H18.3

4.3万架
4.6万架

H20.3

局舎ｽﾍﾟｰｽの
提供量

1件

1件

＊電話重畳型・非重畳型の合計

■中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞが同一管路･
とう道に収容されているか否か
の調査を実施（H21予定）

■中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞが同一ｹｰﾌﾞﾙに収容されているか否かの調査を実施

■局舎ｽﾍﾟｰｽ等に空きが生じた場合のﾒｰﾙ配信
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【資料９】 固定ブロードバンド市場の論点に対する当社の考え方（1/2）

・屋内配線には、ボトルネック性はなく、第一種指定電気通信設備に該当しない。また、接続約款化し、当社に

設置工事を義務づけたり、料金を規制することは、過剰な規制。

・屋内配線は事業者間で転用できるようにすることが望ましいが、屋内配線は、お客様のご了解をいただいて、

お客様宅内に設置させていただく設備であるため、お客様のご指示に従って対応せざるをえず、ルール化に馴

染まない。また、屋内配線は、光コンセント化を進めているが、現時点では、他事業者様を含めて、再利用した

くても出来ない仕様・工法のものが多く、まずは、再利用できるような仕様・工法にしていくことが必要。このよう

に様々な課題が存在することから、当社だけでなく、他事業者様も含め、関連する業界全体として取り組んで

いくことが必要。

ＦＴＴＨサービス

の屋内配線

ドライカッパの

サブアンバンドル

（ＦＴＴＲサービス）

・当社は、他事業者様からのＦＴＴＲサービス実現に向けた多様な要望に応じて、接続メニューの多様化や情報

開示の充実等オープン化の取り組みを実施しているところ。

・ドライカッパの下部区間（き線点からお客様宅まで）を保守し、維持・運用していくためには、上部区間を含めた

ドライカッパの全区間が必要であるため、当該事業者様に全区間の設備コストをご負担いただくことが必要。

Ｆ
Ｔ
Ｔ
ｘ
サ
ー
ビ
ス

・当社は、他事業者様がＤＳＬサービスを円滑に提供できるよう、名義人の判定基準の弾力化に取り組んできた

ところ。

・当社は、お客様に名義人情報を最新化していただくよう注意喚起するため、請求書に当該案内を同封（累計６

千万通以上）したり、当社ホームページのトップページ等に当該案内を掲載しており、 今後も引き続き取り組ん

でいく考え。

・事業者間相互での番号ポータビリティの増加に伴い、お互いに名義人を確認する必要が生じているため、名義

人情報の最新化は、当社だけでなく、他事業者様も含め、業界全体として取り組んでいくことが必要。

名義人情報の

最新化

・当社は、電話重畳型ＤＳＬサービスの事業者名の申込みの扱いについて、利用意向を示された４事業者様と

協議を重ね、契約内容や業務仕様・お客様への周知方法は、概ね意見が一致したと認識。

・現時点では、システム改修等に係る費用の負担方法について、利用意向を示された事業者様と利用意向のな

い事業者様との間で意見の相違があるが、合意が図られ次第、所要の準備を進めていく考え。

Ｄ
Ｓ
Ｌ
サ
ー
ビ
ス

ＤＳＬ事業者名での
電話重畳型
ＤＳＬ契約
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【資料９】 固定ブロードバンド市場の論点に対する当社の考え方（2/2）

・当社は、中継ダークファイバに空き芯線がない区間において、既にＷＤＭ装置が設置されており、空きがある

場合には、他事業者様に貸し出しを行う旨を表明している。また、他事業者様からの要望に応じて、代替手段

のコンサルティングをさせていただく手続きを接続約款に規定し、現在までに、２事業者様からご要望を頂いて

いるなど、当社において可能な施策は全て実施しているところ。

・現行の接続ルールは、既設の設備量の範囲内で貸し出すルールであり、新たに設備を構築することまでを強

制するものではない。

・非ブロードバンド地域の解消に向け、当社も様々な取り組みを行っているが、国や自治体等の支援が不可欠。

ブロードバンド化にあたっては、光ファイバだけではなく、無線設備や衛星設備など幅広い技術的な検討を行っ

た上で、解決策をさがしていくことが必要。

中継ダークファ

イバの空き芯線

がない区間にお

けるＷＤＭ装置

の設置

中継ダークファイ

バに係る線路情

報の開示

・当社は、既設の中継ダークファイバの異経路構成の確認について、調査実費をご負担いただいた上で、他事

業者様の要望内容に応じて、既に２件の調査を実施しているところ。

・新規の中継ダークファイバの異経路構成の確保についても、同様の方法で実施可能と考えられるので、ご要

望をいただければ、実施させていただく考え。（ただし、道路管理者等からケーブルの移設を求められた際には、

異経路構成が確保できなくなる場合があることを、予めご了承いただくことが必要。）

中
継
ダ
ー
ク
フ
ァ
イ
バ
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２．ＮＧＮのプラットフォーム機能について

■当社のＮＧＮは、オープン＆コラボレーションを基本思想に、ＵＮＩ、ＮＮＩ、ＳＮＩのインタ

フェース条件を開示しています。

■ただし、現時点では、当社のＮＧＮは、通信サービスを実現するために必要な品質制御機能等を

包含した「通信機能」は備えていますが、通信機能から独立した「プラットフォーム機能」は具

備していません。

今後、国際的な標準化動向やお客様ニーズ等を踏まえるとともに、多様なプレイヤーとの協業も

含め、ＮＧＮを通じてより多くのお客様に多彩なサービスをご利用いただけることを目指して、

検討していく考えです。

【資料１０】 ＮＧＮにおけるオープン＆コラボレーションの取り組み

【資料１１】 ＮＧＮにおけるアンバンドル機能

【資料１２】 プラットフォーム機能について
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■ 国際的な標準化動向やお客様ニーズ等を踏まえるとともに、多様なプレイヤーとの協業も含め、より多くのお客様に多彩な
サービスをご利用いただけるネットワークを目指し、自主的にオープン化を推進。

・フィールドトライアルの実施 ・ＮＮＩ、ＳＮＩ、ＵＮＩといったインタフェースの自主的開示 ・次世代サービス共創フォーラム

■ ＮＧＮの接続ルールは、情報通信審議会等で各事業者様の意見等も踏まえ十分にご審議いただき、アンバンドル機能ごとの
接続料を設定。

当社の
取組み

当社の
取組み

H18年度Ｈ17 H19年度 H20年度年度

▲3月
概要公表

▲7月
ｲﾝﾀﾌｪｰｽ
自主公表

▲12月
ＮＧＮショールーム（来場者数：約30,000人）

■商用サービス
▲11月
事業者説明会

（7回、381社、901人）

▲3月
ＮＧＮ商用サービス開始

▲3月 多種多様なパートナーとＮＧＮを活用した
サービス開発・事業化の共創を目指す

（参加登録数：法人約480社、個人約870人）

▲10月
ｲﾝﾀﾌｪｰｽ
開示

▲12月
ﾄﾗｲｱﾙ開始（SNI/UNI：18社、NNI：15社）

▲12月

▲2月 ▲5月
ＮＧＮ連絡会議で関係事業者様等と意見交換
（15回、23社参加）

IGS接続：29社
ISP接続：54社
SNI接続：3社

■フィールドトライアル

■次世代サービス共創フォーラム

ＮＧＮ
接続
ルール
の整備

ＮＧＮ
接続
ルール
の整備

▲3月
審議会
答申

▲10月諮問

▲12月
研究会
報告

▲5月

▲11月
接続約款認可
（接続箇所、技術的条件）

▲1月
接続料金
認可申請

■ＮＧＮに係る接続ルールの在り方について
■ＮＧＮの接続料算定等に関する研究会

・収容局接続機能（利用なし）

・ＩＧＳ接続機能（２９社が利用中）

・中継局接続機能（東西間以外の利用実績なし）

・イーサネット接続機能（－）

（計９回）

■ＮＧＮに係る活用業務認可手続き

（計９回）

▲10月申請 ▲2月認可

【資料１０】 ＮＧＮにおけるオープン＆コラボレーションの取り組み
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他事業者様が自らのアクセス回線を収容ルー

タに接続し、ＩＳＰ等にルーティングする機能

１６９万円／収容ルータ装置・月 （※）

他事業者様が自網をＩＧＳに接続して当社ひかり

電話ユーザと通信を行う機能

５．７３円／３分 （※）

他事業者様が自らのＩＰ網を中継局のｹﾞｰﾄ

ｳｪｲﾙｰﾀに接続しＮＧＮを利用する機能

６３８万円／接続用ポート・月 （※）

ＩＳＰ等が自網とＮＧＮを接続し、お客様にイン

ターネット接続を提供する機能

接続装置を個別負担

ＩＳＰ事業者網

他
社
Ｉ
Ｐ
網

ＮＴＴ東日本
ＮＧＮ

■ ＮＧＮの接続料については、情報通信審議会や研究会において十分議論され、本年１月、省令に基づく、アン
バンドル機能毎に設定して認可申請しているところ。

他社電話網、
携帯電話網等

お客様

機能の概要と接続料金 （※認可申請中）

収容局
接続機能

中継局
接続機能

ＩＧＳ
接続機能

ＩＳＰ接続

ＮＧＮとの接続形態

ＩＧＳ接続機能

収容局接続機能

中
継
局
接
続
機
能

ＩＳＰ接続

【資料１１】 ＮＧＮにおけるアンバンドル機能
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【資料１２】 プラットフォーム機能について

■ 当社のＮＧＮは、現時点では、通信サービスを実現するために必要な品質制御機能等を包含した「通信機能」は備えている

が、通信機能とは別に独立した「プラットフォーム機能」は具備していない。

■ 今後、国際的な標準化動向やお客様ニーズ等を踏まえるとともに、多様なプレイヤーとの協業も含め、ＮＧＮを通じてより多く
のお客様に多彩なサービスをご利用いただけることを目指して、検討していく考え。

■ プラットフォーム機能については、将来現れるサービスの芽を摘むことがないように、あらかじめ規制するのではなく、事業者
の創意工夫に委ねることが重要。

様々な情報機器・情報家電

ＮＮＩ

ＩＳＰ事業者網（５４社）

他社電話網／携帯電話網等（２９社）

他社イーサ網（１社と協議中）

他社ＩＰ網（東西間）

NNI：ネットワーク間を接続するためのインタフェース
（Network-Network Interface）

UNI:ユーザ（端末機器）とネットワークを接続するためのインタフェース
（User-Network Interface）

SNI:各種アプリケーションサーバ類とネットワークを接続するためのインタフェース
（Application Server-Network Interface）

(注)既存電話網のインタフェース

(注)

ＳＮＩ
/ＵＮＩ

ＵＮＩ

アプリケーション・
コンテンツ

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
サ
ー
ビ
ス

ＮＴＴ東日本
ＮＧＮ

ＩＰ電話 コンテンツ視聴

お客様

ＴＶ電話 ＶＰＮ

・・・・映像配信 遠隔医療
介護・

ヘルスケア
テレワーク

映像コミュニ
ケーション

プラットフォーム

・ＳＮＩ接続は現在、３社の事業者様がご利用中。
（映像配信、地デジＩＰ再送信、緊急地震速報）

・約１２０社の方々から様々なビジネス創出に向け
た相談があり対応中。

・次世代共創フォーラムにおいて、約４８０社、
約８７０人の方と意見交換。

（H21.1月末時点)

（H21.2月末時点)
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３．携帯電話の接続料等について

■移動通信市場は、固定電話市場の２倍以上の１億１千万契約を有する巨大な市場に成長し、社会

経済的に非常に大きな影響力を有するようになっています。

■携帯電話の接続料については、事業者間の水準格差が拡大しています。

これは、お客様には着信先の事業者を選択できない（着信先の事業者がどこかも分からない）た

め、着信側事業者が自らの接続料を低廉化するインセンティブが働きにくいという構造も一因と

なっているものと考えます。

■また、自社やグループ内の通話料を無料としている事業者様は、無料サービスの財源を、他事業

者に適用する接続料を割高に設定することによって補填している懸念があります。

■そもそも、携帯電話は国から有限希少な電波の割当を受けた限られた事業者様が提供するもので

あることから、ＥＵでは、モバイル音声着信市場をＳＭＰ規制の対象とし、全ての携帯電話事業

者様の接続料を規制しています。

■以上の点を踏まえ、全ての携帯電話事業者様を対象に、接続料の透明性を確保し、総務省殿にお

いて検証・是正する仕組みが必要であると考えます。

【資料１３】電気通信市場における契約数の推移

【資料１４】携帯電話事業者様の影響力は大きい

【資料１５】携帯電話事業者様の接続料水準

【資料１６】無料サービスの赤字を接続料で補填している懸念
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2,691

3,825

4,731

5,685

6,291 6,289 6,292
6,118 6,031 5,954

5,827

5,425

4,998

4,555 4,455 4,363 4,272

46

596

964

1,526

1,966

2,323 2,399 2,477 2,523

7,482

10,170
10,734 10,826

10,942
11,040

9,648

9,147

8,665

8,112

6,678

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H9.3 H10.3 H11.3 H12.3 H13.3 H14.3 H15.3 H16.3 H17.3 H18.3 H19.3 H20.3 H20.6 H20.9 H20.12

移動電話（携帯電話+ＰＨＳ）

NTT加入電話+ＩＳＤＮ

その他（IP電話+直収電話+CATV電話）

（単位：万契約）

【資料１３】 電気通信市場における契約数の推移

■ 移動電話は約１億１千万契約を有する巨大な市場に成長。

（出典）総務省公表値 H20.12月末時点

移動電話
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【資料１４】 携帯電話事業者様の影響力は大きい

■ 携帯電話市場は、固定電話市場の２倍以上の約１億１千万契約を有し、お互いに接続料を支払い合

う関係にある固定電話事業者からみると、影響力は非常に大きい。

■ 第二種指定電気通信設備規制の対象外とされた事業者様でも約２，０００万の契約者を抱えており、

第一種指定電気通信設備とされたひかり電話の約２．７倍。

（出典）総務省・TCA公表値及び当社調べ H20.12月末時点

2種指定1種指定

各社の契約者数

ＮＴＴドコモ様
約5,420万

ＫＤＤＩ様
約3,060万

加入電話
NTT西日本
約2,150万

ｲｰﾓﾊﾞｲﾙ様 約110万

ｳｨﾙｺﾑ様
約460万

CATV電話
ドライカッパ電話

IP電話

約1,790万

ひかり電話

ひかり電話
NTT東日本：約400万
NTT西日本：約340万

（1種指定）

携帯電話
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ様：約2,000万

（非規制）
ソフトバンク
モバイル様

全事業者
約1億7,850万

加入電話
NTT東日本
約2,120万
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【資料１５】 携帯電話事業者様の接続料水準

■ 第二種指定電気通信設備規制が課されていない事業者様の接続料が相対的に高止まり。

■ 携帯電話事業者間で、接続料水準の格差が拡大。

（単位：円/3分）

28.80

32.40

32.94
33.84

34.74

35.82

37.08

31.50
34.38

35.28

36.36

37.62

39.06

40.50
約５％低減
（予定）

38.7039.0639.4239.78
40.5040.86

29.34

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

ソフトバンクモバイル様（非指定）

ＫＤＤＩ様（指定）

ＮＴＴドコモ様（指定）

ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ様(非指定)

注１：情報通信審議会 電気通信事業政策部会・接続政策委員会 合同ヒアリング（第1回） 事務局資料より転載
注２：ＫＤＤＩ様・ソフトバンクモバイル様・イーモバイル様は別途、中継事業者への接続料が必要
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■ 自社（自グループ）内通話を無料とするサービスを提供する事業者様は、無料サービスの赤字を他事業者に

適用する接続料で補填している懸念がある。

【資料１６】 無料サービスの赤字を接続料で補填している懸念

自社（自グループ）内通話の例

ユーザ料金：無料

ユーザ料金：無料

固定電話

携帯電話

携帯電話

同一会社内
／グループ内通話

ＮＴＴ東日本／西日本

他の固定電話事業者様

他のＶｏＩＰ事業者様

ＣＡＴＶ事業者様

他の携帯電話事業者様

ＰＨＳ事業者様

接続料で補填
している懸念

接続料で補填
している懸念

接
続
料
を
支
払
い
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■当社と接続事業者様との接続形態は、従来、当社の固定電話網を中継電話事業者様に貸し出す形

態が中心でしたが、ＣＡＴＶ電話、ドライカッパ電話、ＩＰ電話の登場により、当社が接続料を

受け取る形態から、お互いのネットワークを利用して接続料を支払い合う形態へと、大きく変化

しています。

■当社のひかり電話網が第一種指定電気通信設備規制の対象とされたことにより、来年度以降は、

当社はひかり電話網の接続料を事業者均一にする必要があるとされた一方で、接続事業者様は従

来どおり接続料を自由に設定できることとされました。その結果、自らの接続料を低廉化するイ

ンセンティブが働きにくい接続事業者様が、ひかり電話網の接続料よりも不当に高い水準の接続

料を設定する、いわゆる「逆ザヤ問題」が発生する懸念があります。

■こうした問題を解決するため、他事業者様の接続料の適正性について、総務省殿において検証す

る仕組みを設け、不当に高額である場合は、それを是正する措置が必要であると考えます。

・「次世代ネットワークに関する接続料算定等の在り方について」報告書（平成20年12月25日）においても、「不当に高額な
接続料の設定に関する申出等があった場合は、総務省において、事業者ごとの個別事情等を踏まえた上で、速やかにその適

正性を検証し必要に応じ所要の措置を講じる必要がある。」と記載されています。

【資料１７】接続形態の変化

【資料１８】逆ザヤ問題について
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■ 当社の固定電話網を中継電話事業者様に貸し出す形態が中心だったが、ＣＡＴＶ電話、ドライカッパ電話、ＩＰ

電話の登場により、当社が接続料を受け取る形態から、お互いのネットワークを利用して接続料を支払い合う

形態へと、大きく変化。

【資料１７】 接続形態の変化

ＰＳＴＮ時代の接続形態

県内
電話網

県間
電話網

県内
電話網

ＮＴＴ東日本

中継事業者様

接続料を
支払い

ＩＰ時代の接続形態

ＮＴＴ東日本

相互に
接続料を
支払い

ＩＰ通信網
大きく
変化

CATV電話
ﾄﾞﾗｲｶｯﾊﾟ電話

IP電話

ＩＰ通信網
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【資料１８】 逆ザヤ問題について

■ ひかり電話の指定設備化以降、事業者間取引の均衡が崩れる、いわゆる「逆ザヤ問題」が発生する懸念が

ある。

注：接続料は３分換算の料金額

5.73円
（認可申請中）

直収・携帯均一接続料

平均約6.5円

指定設備化

ひかり電話

ＮＴＴ東日本 接続事業者様

平均約6.5円

直収電話等ひかり電話の接続料は、接続事業者様の
接続料水準に合わせて設定していたため、
事業者間取引が均衡

（例）接続料の設定

10円
ひかり電話の指定設備化以降、接続事業
者様がひかり電話の接続料よりも高額の
接続料を設定する場合、事業者間取引の
均衡が崩れる懸念

ひかり電話の指定設備化
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（参考資料）

１．米国キャリアとの光サービス提供状況比較

２．ＩＲＵ方式等を活用した効果的な提供エリアの拡大

３．新潟県 村上市朝日地区における光ファイバ活用例

４．ブロードバンドサービス市場の県別シェア
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

Verison （米国） AT&T （米国） ＮＴＴ東日本

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

加入電話提供州の世帯数

光サービス利用可能世帯数

光サービス契約数

トリプルプレイ合計金額（円換算）
（※1＄＝96.24円）

※料金は消費税含まず、キャンペーン等適用無しの場合
※為替レートはＩＭＦで公表されている２００８年１０月から２００８年１２月の単純平均を利用

233.96ﾄﾞﾙ(22,516円)

全17都道県で２社以上の競合

（円）［下り50Mbps/上り20Mbps］ ［下り1.5Mbps/上り1Mbps］（万世帯）

■インターネット、映像サービス、電話の合計料金と提供規模の比較

［下り100Mbps/上り100Mbps］

FiOS (fastest)

+FiOS TV(Essentials)

U-Verse (U-400)

+U-Verse Voice
(Voice1000)

フレッツ光ネクスト
(ファミリータイプ)

＋スカパー!光

149ﾄﾞﾙ(14,340円)

11,420円

600万契約94万248万

［7,300万］

［6,400万］

［2,600万］

［1,270万］
（17.4%）

［1,700万］
（26.6%）

［2,370万］

（91%）

１．米国キャリアとの光サービス提供状況比較

Verizonがサービス提供（１１州）

at&tがサービス提供（１４州）

２社が混在する州（５州）

■提供エリアの比較
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３４９３０７４２累計

５３３８１５
Ｈ２０年度

（見込み）

５８４５１３Ｈ１９年度

２３８２２４１４～Ｈ１８年度

合計
自治体と連携した
光サービス利用の
需要収集

ＩＲＵ方式等

＜自治体や地域との連携によるエリア拡大事例＞＜自治体や地域との連携による提供活動＞

※ エリア拡大事例（構築中、ならびにサービス提供予定を含む）

★

新潟県 村上市朝日地区

２．ＩＲＵ方式等を活用した効果的な提供エリアの拡大
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朝日地区様サービス（Ｈ19年12月～）
加入数：約3,200（法人を含む）
＜ほぼ全世帯＞

月額利用料金：５００円
（テレビ、告知サービス）

村上市朝日地区総合情報ネットワークシステム整備事業

Ｉ
Ｒ
Ｕ
用

情報センター
（ 旧朝日村役場 ）

行
政
用

●双方向告知サービス
●村内ＩＰテレビ電話サービス

●ひかり電話（希望者のみ）

・音声品質はこれまでの電話とほぼ
同じながら、通話料金が全国一律

※Bフレッツの加入が前提

●Ｂフレッツ（希望者のみ）

・超高速インターネット接続

※Ｂフレッツの料金が必要

●地上波デジタル放送対応の
放送サービス

●自主放送サービス

告知
サービス

インター
ネット

電話

テレビ
WDMスプリッタ

光ファイバ

アンテナ不要

３．新潟県 村上市朝日地区における光ファイバ活用例
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光

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東-

Ｄ
Ｓ
Ｌ

他
社
様
光

他
社
様-

Ｄ
Ｓ
Ｌ

Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
様

12

27

10

14

37

東日本平均
51％

関東 信越北海道・東北

（出典）総務省公表値及び当社調べ H20.9月末時点

４．ブロードバンドサービス市場の県別シェア

全
東
日
本



（別添） 固定ブロードバンド市場の論点に対する当社の取り組みと考え方

１．ＦＴＴＨサービスの屋内配線

（１） 当社の取り組み

（２） 当社の考え方

２．ドライカッパのサブアンバンドル（ＦＴＴＲサービス）

（１） 当社の取り組み

（２） 当社の考え方 【参考１】

３．ＤＳＬサービス （名義人情報の最新化、ＤＳＬ事業者名での電話重畳型ＤＳＬ契約）

（１） 当社の取り組み

（２） 当社の考え方

４．中継ダークファイバ（空き芯線がない区間におけるＷＤＭ装置の設置、線路情報の開示）

（１） 当社の取り組み

（２） 当社の考え方 【参考２】



1

１－（１） ＦＴＴＨサービスの屋内配線に対する当社の取り組み

■屋内配線は誰もが自由に設置できる設備でありますが、当社は、他事業者様から要望があれば、ビジネスベースで工

事を実施しております。（当該事業者様は、他エリアでは自ら工事を実施されており、当社に依頼しなければ工事が出来ないわけ

ではありません。）

■当社は、ビル等に当社が設置した屋内配線があり、それに空きがあれば既に貸し出しを実施しております。

光
屋
内
配
線

H18年度 H19年度 H20年度

他事業者様からのH20.9末の提供開始要望を踏まえ、
提供条件・提供料金等に係る協議を実施

・戸建て向け光ｻｰﾋﾞｽの
札幌ｴﾘｱへの拡大の際
に、当社へ屋内配線工
事を要望

・当社ﾕｰｻﾞｻｰﾋﾞｽと同じ材
料・品質・工法・料金で提
供する事で合意

・札幌ｴﾘｱで提供開始

・当初、予定の約6倍（5百件
→3千件）の申込があったた
め、東北ｴﾘｱから札幌ｴﾘｱへ
稼動応援を行って対応

■ﾋﾞﾙ等に当社の既設屋内配線があれば、貸し出しを実施

Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ

（H18年度 12,000件） （H19年度 12,000件） （H20年度 12,000件）

接続ﾒﾆｭｰ
の多様化

他社OSU共用
実験への協力

電柱

■他事業者様が購入できるよう当社
OSUを外販許諾

■当社OSUの貸し出し・他事業者様が指定するﾊﾟﾗﾒｰﾀ設定工事

試行実施以降、他事業者様から手続き簡素化等の本格実施の要望が無い状況

新設

既設

■新設工事を実施（H20.9末～） 7,000件

56,000件

■添架申請手続き簡素化等に関する試行実施
・手続期間の短縮化（引込線工事30日→1日）を実現

・新たな添架ﾎﾟｲﾝﾄ（6.1mﾎﾟｲﾝﾄ）の開放

■開通工事の時刻指定

■光ﾌｧｲﾊﾞの接続品質の向上のためのｺﾈｸﾀ清掃

■廃止工事の無派遣化による立会の解消
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■屋内配線には、ボトルネック性はなく、第一種指定電気通信設備に該当しないと考えます。

また、接続約款化し、当社に設置工事を義務づけたり、料金を規制することは、過剰な規制であると考えます。

【屋内配線の法的位置付けについて】

・ 屋内配線には、以下の観点から、ボトルネック性はなく、第一種指定電気通信設備に該当しないと考えます。

①屋内配線は、お客様の宅内に設置される設備であり、誰もが自由に設置できる設備です。

②現に、ＦＴＴＨサービス等で利用されている屋内配線には、メタルケーブル、光ケーブル、同軸ケーブル、宅内無線、高速電力線

通信（ＰＬＣ）等、多様な形態があるほか、その設置主体も、お客様ご自身やビル・マンションオーナー、通信事業者、放送事業

者（ＣＡＴＶ事業者）等、様々です。

③また、屋内配線の設置工事は、工事担任者の資格があれば、誰でも実施可能であり、現に多数の工事会社があります。実際、当社

がお客様から依頼された屋内配線工事も工事会社に委託して実施しており、他事業者様におかれても同様に実施することが可能で

あり、現に実施しています。

【引き通し形態の場合の法的位置づけについて】

・ 当社は、お客様から新規にフレッツ光サービスをお申込み頂いた際に、戸建て住宅においては、コスト削減の観点から、キャビ

ネット設置を省略する「引き通し」工法で工事を実施する場合がありますが、「引き通し」は屋内配線工事の一工法に過ぎません。

当社は、「引き通し」工法で工事を実施した場合でも、お客様に屋内配線の利用料をお支払いいただいており、工法の違いによって

制度的な位置づけが変わるものではないと考えます。

【「接続を円滑に行うために必要な事項」として接続約款化することについて】

・ 前述のとおり、屋内配線は誰もが自由に設置できる設備であることから、これを接続約款化し、当社に設置工事を義務づけたり、

料金を規制することは、過剰な規制であると考えます。

・ しかしながら、当社は、平成１８年１１月の情報通信審議会のヒアリングの際に、「他事業者様から要望があれば、ビジネスベー

スで屋内配線工事を実施する旨」表明しており、その後、ご要望いただいた他事業者様に対し、ご指定のエリアで、昨年９月末から

受託工事を実施しています。

その際の工事料金は、当社がお客様から注文を受け付けた場合と同じ材料・品質・工法で工事を実施していることから、当社ユー

ザ約款に定める料金としています。

なお、当該事業者様は、自ら工事を実施するか、あるいは自ら工事会社に委託すれば、工事品質等を含めた価格交渉が可能である

にもかかわらず、あえて当社に工事を委託されるのは、当社の料金が自ら工事を実施される場合等に比べて妥当な価格であると判断

された結果であると考えます。当該事業者様は、当社に工事を依頼されたエリア以外では、これまで自ら工事を実施されてきており、

当社に依頼しなければ工事が出来ないわけではありません。

１ー（２） ＦＴＴＨサービスの屋内配線に対する当社の考え方
①法的位置付け及び約款化について
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【無効派遣費用について】

・ 無効派遣費用は、当社が他事業者様からの委託を受けてビジネスベースで工事を実施する際に、ご指定の期日に工事に伺ったにも

かかわらず、お客様のご不在等により工事ができなかった場合に、工事要員のお客様宅への無効派遣と再度の工事日設定に係る実費

相当額をいただいているものであり、当該お客様から申込みを受けた他事業者様にご負担していただく必要があります。

【その他】

・ 総務省殿が平成２１年２月２４日に情報通信審議会に諮問された参考資料『屋内配線について』の中に、引込線工事費（6,149円）

と屋内配線工事費（20,800円）が比較して記載されていますが、引込線工事費6,149円には、引込線敷設の工事費が含まれておらず、

これを含めますと約2.5万円となります。
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■屋内配線は事業者間で転用できるようにすることが望ましいが、屋内配線は、お客様のご了解をいただいて、お客

様宅内に設置させていただく設備であるため、お客様のご指示に従って対応せざるをえず、ルール化に馴染まない

と考えます。

■また、屋内配線は、光コンセント化を進めているが、現時点では、他事業者様を含めて、再利用したくても出来な

い仕様・工法のものが多く、まずは、再利用できるような仕様・工法にしていく必要があると考えます。

■このように様々な課題が存在することから、当社だけでなく、他事業者様も含め、関連する業界全体として取り組

んでいくことが必要であると考えます。

・ お客様がキャリアチェンジをされる場合、転用できる屋内配線は事業者間で転用することが望ましいと考えますが、屋内配線は、お

客様のご了承をいただいて、お客様宅内に設置させていただく設備であるため、基本的にはお客様のご指示に従って対応せざるをえ

ず、以下のように、お客様の要望は様々であるため、ルール化は難しい面があると考えています。

① 屋内配線には、メタルケーブル、光ケーブル、同軸ケーブル、宅内無線、高速電力線通信（ＰＬＣ）等、多様な形態があり、

お客様が廃止され、あるいは新たに申込まれるサービスの種類や事業者によっても、採用されている技術や設備仕様が様々です。

② お客様がキャリアチェンジをされる場合といっても、光サービス相互間もありますが、ＡＤＳＬやＣＡＴＶ、無線（携帯・

ＰＨＳ等）等、様々なケースがあります。また、お客様がキャリアチェンジを申し込まれるタイミングについても、同時に

キャリアチェンジが行われるケース、一定の期間は２つのサービスを重複して利用されるケース、一旦サービスを廃止されて

から一定期間経過後に新たにサービスを申し込まれるケース等があります。さらに、実際には、廃止後にご利用になるキャリア

や申込以前にご利用になっていたキャリアの情報をお客様から聞き出す事は大変難しく、お客様宅へ工事に伺ってみてはじめて

宅内にどんな設備があるのかわかるというのが実情です。

こうした点を踏まえると、転用ルールと言っても、「お客様宅内に既設の使っていない屋内配線があった場合に、他の事業者から再

利用の申込があればそれを貸し出す」ということについて、事業者相互間で意識を合わせることが当面必要なことではないかと考え

ます。

・ 当社は既に、ビル等に当社が設置した屋内配線があり、それに空きがあれば貸し出すこととしており、これまでに約5.6万回線の貸

出実績があります。他事業者様においても、同様の場合には、当社に貸し出していただきたいと考えます。

・ また、当社は戸建て住宅についても、昨年より光コンセント化を推進し、屋内配線を再利用できるようにしていく考えですが、現時

点では、既設の屋内配線は、他事業者様を含めて、再利用したくても出来ない仕様・工法のものが多く、まずは、再利用できるよう

な仕様・工法（光コンセント化）にしていくことが必要であると考えます。

・ このように様々な課題が存在することから、当社だけでなく、他事業者様も含め、関連する業界全体として取り組んでいくことが必

要であると考えます。

１ー（２） ＦＴＴＨサービスの屋内配線に対する当社の考え方
②転用ルールについて
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２－（１） ドライカッパのサブアンバンドル（ＦＴＴＲサービス）に対する当社の取り組み

■当社は、他事業者様からのＦＴＴＲサービス実現に向けた多様な要望に応じて、接続メニューの多様化や情報開示の

充実等オープン化の取り組みを実施しているところです。

Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｒ

H18年度 H19年度 H20年度

■電柱情報（位置･ｶﾊﾞｰｴﾘｱの住所等）の開示

■端子函が無い電柱での端子函新設工事を実施

他事業者様の接続要望（接続方法、提供開始時期等）に応じ
て提供条件・提供料金等の検討や他事業者様設備との接続
に係る技術検証（計7回）等を実施

■ｹｰﾌﾞﾙ単位のｶﾊﾞｰｴﾘｱ住所情報を開示

接続
メニュー
の多様化

情報
開示の
充実等

（H18年度 50回線） （H19年度 1,600回線） （H20年度 1,600回線）

（H20年度 100回線）

（H18年度 700件）

（H20年度 30件）

3,300回線

100回線

700件

30件

5件

■電話重畳型のFTTR接続の実現

■電話非重畳型のFTTR接続方法の追加

■FTTR接続の接続ｴﾘｱの細分化
（ｹｰﾌﾞﾙ方面毎の接続）

■接続する電柱範囲を拡大

■RT設置ｴﾘｱでの接続を追加
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■ドライカッパの下部区間（き線点からお客様宅まで）を保守し、維持・運用していくためには、上部区間を含めたド

ライカッパの全区間が必要であるため、当該事業者様に全区間の設備コストをご負担いただく必要があると考えます。

・ 当社は、他事業者様がＦＴＴＲサービスを提供するために必要とされる①ダークファイバ、②メタル回線、③電柱、を貸し出すと

ともに、④電柱上に設置される他事業者様の端子函と当社端子函の間の接続用ケーブルの設置工事等を実施しています。その結果、

現在、①ダークファイバ約２千回線、②メタル回線（電話重畳型）約３千３百回線、メタル回線（電話非重畳型）約１百回線、③電

柱約２千本をご利用いただいているところです。

・ こうした中で、他事業者様から、「電話非重畳型のＦＴＴＲサービスを提供する際に利用するドライカッパの当社局舎～き線点ま

での区間（上部区間）は、自社サービスには使わないため、これを切り離して、き線点～お客様宅までの区間（下部区間）のみの料

金設定をして欲しい」との要望を頂きました。

・ これに対し、当社は、「ドライカッパの下部区間の保守を行うためには、上部区間を用いて、当社局舎内から、上部区間と下部区

間の全区間の切り分け試験を行なう方法が経済的に最も効率的であり、仮に、上部区間を切り離して下部区間のみで切り分け試験等

保守を行うこととした場合には、下部区間への駆け付けに係る時間やき線点からの試験のために必要な試験器の配備等追加的な費用

が必要となるため、非効率な運用になると考えている」旨ご説明してまいりました。

・ その結果、当該事業者様に、上部区間を切り離した場合は、かえって非効率な運用になることをご理解いただけたものと考えてお

り、要望の内容は、「保守用に上部区間を使用する現在の設備形態のままでドライカッパの料金だけを安くして欲しい」という点に

絞られたものと考えております。

・ 当社としましては、当該事業者様が利用されているドライカッパを保守し、維持・運用を行っていくためには、上部区間を含めた

ドライカッパの全区間が必要であるため、当該事業者様に全区間の設備コストをご負担いただく必要があるものと考えております。

２ー（２） ドライカッパのサブアンバンドル（ＦＴＴＲサービス）に対する当社の考え方
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【参考１】 ドライカッパの上部区間を切り離した場合の問題点

当社ビルからき線点までの区間（上部区間）を切り離した場合
き線点当社収容ビル

メタルケーブル

光ケーブル

ＭＤＦ

端子函

メタルケーブル

他社
装置

他社
装置

試験台

お客様宅

VDSL

ONU

端子函×

当社ビルからお客様宅までの区間の場合【現在の形態】

き線点当社収容ビル

メタルケーブル

光ケーブル

ＭＤＦ

端子函

メタルケーブル

他社
装置

他社
装置

試験台

お客様宅

VDSL

ONU

端子函○

当社は、上部区間を切り離した場
合、かえって非効率となる旨、他
事業者様にご説明。

当社は、上部区間を切り離した場
合、かえって非効率となる旨、他
事業者様にご説明。

当社ビルからの
遠隔試験が不可

試験区間

当社ビルからの
遠隔試験が可能

試験区間

他事業者様は、「上部区間を利用
する現在の形態のままで、上部区
間の料金を安くして欲しい」と要
望。

他事業者様は、「上部区間を利用
する現在の形態のままで、上部区
間の料金を安くして欲しい」と要
望。

当社は、下部区間を保守し、維
持・運用していくためには、上部
区間を含めた全区間が必要であ
るため、当該事業者様に全区間
の設備コストをご負担いただくこ
とが必要。

当社は、下部区間を保守し、維
持・運用していくためには、上部
区間を含めた全区間が必要であ
るため、当該事業者様に全区間
の設備コストをご負担いただくこ
とが必要。

当社から他事業者様に説明

①下部区間への駆け付けにより故障回復
時間が長くなり、サービス品質が低下

②き線点からの試験のために必要な試験
器の整備等により、コストが増加

以下の問題が発生！

他事業者様の要望

当社意見
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３－（１） ＤＳＬサービスに対する当社の取り組み

■当社は、他事業者様がＤＳＬサービスを円滑に提供できるよう、以下のような取り組みを実施しているところです。

①名義人判定基準を弾力化した新基準を作成し、オペレータやシステムによる運用を実施

②お客様に名義人情報を最新化していただくよう注意喚起を実施

③ＤＳＬ事業者名での電話重畳型ＤＳＬ契約の検討を実施

H18年度 H19年度 H20年度

・当社で契約ｽｷｰﾑ、ｼｽﾃﾑ改修等を検討後、全ＤＳＬ事業者様42社に提案

・利用意向を示された4社と詳細な契約内容や運用方法等について協議

・4社からの提案を受け、当社よりｺｽﾄ負担の在り方について、38社に意向確認を実施

（賛成1社、反対12社、無回答25社）

当社で案を作成し、56社＊に照会、全事業者様の

意見を集約し、新基準を作成

■新基準の運用

▲H20.5～ ｵﾍﾟﾚｰﾀ対応

▲H20.10～ ｼｽﾃﾑ対応

■お客様に名義人情報を最新化していただくよう注意喚起

・請求書に当該案内を同封 （H19.6、H20.2、H20.8 各2千万通強送付）

・当社ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞ等に当該案内を掲載 （H19.5～）

＊DSL事業者様と番号ﾎﾟｰﾀﾋﾞﾘﾃｨ事業者様の総計

Ｄ
Ｓ
Ｌ

名義人判
定基準の
弾力化

名義人情報
の最新化

ＤＳＬ
事業者名での
電話重畳型
ＤＳＬ契約
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■当社は、お客様に名義人情報を最新化していただくよう注意喚起するため、請求書に当該案内を同封（累計６千万通以上）

したり、当社ホームページのトップページ等に当該案内を掲載しており、今後も引き続き取り組んでいく考えです。

■事業者間相互での番号ポータビリティの増加に伴い、お互いに名義人を確認する必要が生じているため、名義人情報

の最新化は、当社だけでなく、他事業者様も含め、業界全体として取り組んでいく必要があると考えます。

【これまでの当社のＤＳＬサービス申込への取り組みについて】

・ 当社は、他事業者様からＤＳＬサービスに係る接続の申込みを受け付けた際に、名義人の確認が円滑に行なわれるよう、これまで

以下のような取り組みを実施してまいりました。

① 名義人の確認結果を即時回答する名義人即時回答システムの構築（平成15年9月～）

② 名義人の判定基準を弾力化して、オペレータによる運用を開始（平成20年5月～）

③ 名義人即時回答システムを②の弾力化を反映したものに改修（平成20年10月～）

【当社における名義人情報の最新化の取り組みについて】

・ また、当社は、他事業者様からの名義人情報の最新化に努めてほしいとの要請に応え、平成19年から以下のように、お客様に名義

人の最新化を促す取組みを始めたところであり、今後も引き続き取り組んでいく考えです。

① 請求書に同封しているお客様案内冊子「ハローインフォメーション」に、名義変更を注意喚起するご案内を継続的に掲載して

います。（平成19年6月号、平成20年2月号、平成20年8月号： 毎回 2,000万通以上）

② 当社公式ホームページのトップページや料金に関するアクセスの多いＷｅｂ料金明細ページにおいて、お客様に名義変更を注意

喚起するご案内を掲載すると共に、名義変更手続き書類をダウンロードできるようにしています。（平成19年5月～）

【業界全体として名義人情報の最新化に取り組む必要性について】

・ 過去においては、ＤＳＬサービスや当社から他社への番号ポータビリティなど、他事業者様が当社に接続の申込みを行う際の問題

でしたが、最近では、事業者相互間の番号ポータビリティが増加しており、当社が他事業者様に接続（番号ポータビリティ）の申込

みを行なった際に、名義人が一致せず、接続に支障が生ずるケースが増加しています。こうした問題は、番号ポータビリティを利用

している他事業者相互間でも発生しているものと考えます。

したがって、名義人情報の最新化の問題は、当社だけでなく、他事業者様を含め、業界全体として取り組んでいく必要があると

考えます。

３－（２） ＤＳＬサービスに対する当社の考え方
①名義人情報の最新化
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３－（２） ＤＳＬサービスに対する当社の考え方
②ＤＳＬ事業者名での電話重畳型ＤＳＬ契約

■当社は、「ＤＳＬ事業者名での電話重畳型ＤＳＬ契約」について、利用意向を示された４事業者様と協議を重ね、契約内容や

業務仕様・お客様への周知方法は、概ね意見が一致したものと考えております。

■現時点では、システム改修等に係る費用の負担方法について、利用意向を示された事業者様と利用意向のない事業者様と

の間で意見の相違がありますが、当社は、事業者様間で費用負担方法についての合意が図られ次第、所要の準備を進め

ていく考えです。

【「ＤＳＬ事業者名での電話重畳型ＤＳＬ契約」への取組みと運用方法の確定について】

・ 当社は、平成１８年１１月の情報通信審議会のヒアリングにおいて、「名義人からの苦情対応、損害賠償請求等、これに起因して

発生する全てのトラブルについて、他事業者様が当社に代わって全責任を負っていただけるのであれば、名義人の確認を省略した電

話重畳型のＤＳＬサービスの申込みを検討する」旨を表明いたしました。

その後、当社において「ＤＳＬ事業者名での電話重畳型ＤＳＬ契約」を実現するための契約スキーム等について検討を行い、その

具体案を平成１９年１１月に全ＤＳＬ事業者４２社に提案したところ、５社から利用の意向がありました。

そこで、利用意向を示された５社と、更に詳細な契約内容や業務仕様・お客様への周知方法・システム改修等に係る費用の負担方

法等について協議を重ね、システム改修等に係る費用のＤＳＬ事業者間の負担方法以外は、概ね意見が一致したものと考えておりま

す。

【事業者間の費用負担方法について】

・ システム改修等に係る費用の負担方法について、当社は「本契約スキームを利用する事業者で負担する」案を提案いたしましたが、

利用意向を示された４社（１社は利用意向を撤回されました。）からは「本契約スキームを利用する事業者だけでなく、本契約ス

キームを利用しない者を含め、全ＤＳＬ事業者４２社で負担する」案が示されました。

そこで、利用意向を示された４社の依頼を受けて、当社において、利用意向を示されなかったＤＳＬ事業者様３８社に「本契約ス

キームを利用しない事業者を含め全ＤＳＬ事業者で負担する」案について意見照会をしたところ、賛成１社、反対１２社、無回答２

５社という結果になり、反対意見が多数を占めました。

【今後の当社の対応について】

・ 当社としては、利用意向を示された事業者様と利用意向のない事業者様との間で費用負担方法についての合意が図られ次第、電話

サービス契約約款の改正やシステム改修等、所要の準備を進めていくこととしております。
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４－（１） 中継ダークファイバ・局舎に対する当社の取り組み

■当社は、中継ダークファイバに空きが無い区間における代替コンサルティング手続きを新設し、他事業者様の要望に

応じてコンサルティングを実施をしています。

■また、中継ダークファイバの異経路構成の確認についても、他事業者様の要望内容に応じた調査を既に実施していま

す。

H18年度 H19年度 H20年度

・当社は、「当社の加入ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞと
国交省の光ﾌｧｲﾊﾞと自前光ﾌｧｲﾊﾞの組
み合せ」を提案しご検討いただいた。

（H20.7～11）
中
継
光
フ
ァ
イ
バ
・
局
舎

空き芯線が
無い区間の

扱い

異経路構成
の調査

接続ﾒﾆｭｰ
の多様化

■中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞに空きが無い区間における代替ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞを実施
「中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞに空きが
無い区間で既設WDMに空
きがあれば貸し出す」旨を
表明 （H18.11）

■中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞが同一ｹｰﾌﾞﾙに収容されているか否かの調査を実施

■中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞが同一管路･とう道に収容
されているか否かの調査を実施（H21予定）

２件

【代替ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞの例】

・要望事業者様は、検討の結果、
「衛星設備」による方法にされた。

・当社は衛星設備等を設置するため
の「敷地提供」の協力要請に対応中。

（H20.11）

１件

270件

20件

１件

■中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞに空きが生じた場合のﾒｰﾙ配信

■各種ﾘｿｰｽ（中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ･局舎ｽﾍﾟｰｽ等）をｾｯﾄで調査し提供

■局舎ｽﾍﾟｰｽ等に空きが生じた場合のﾒｰﾙ配信

■中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞのﾌｨﾙﾀ有無に応じた調査
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①中継ダークファイバの空き芯線がない区間におけるＷＤＭ装置の設置

■当社は、中継ダークファイバに空き芯線がない区間において、既にＷＤＭ装置が設置されており、空きがある場合に

は、他事業者様に貸し出しを行う旨を表明しております。また、他事業者様からの要望に応じて、代替手段のコンサ

ルティングをさせていただく手続きを接続約款に規定し、現在までに、２社からご要望を頂いているなど、当社にお

いて可能な施策は全て実施しております。

【既設ＷＤＭ装置の貸出ルールの整備について】

・ 当社は、平成１８年１１月の審議会のヒアリングにおいて、「中継ダークファイバの空き芯線がない区間において、既にＷＤＭ装置

が設置されており、空きがある場合は、他事業者様に貸し出しを行う」旨を、表明いたしました。

また、当社は、平成１９年１１月には、中継ダークファイバの空き芯線がない区間について、他事業者様からの要望に応じて、代替

手段のコンサルティングをさせていただく手続きを接続約款に規定し、現在までに、２社の事業者様からコンサルティングの要望を

いただきました。

以上のとおり、当社において可能な施策は全て実施しており、新たな貸出ルールの整備は必要ないものと考えます。

【既設ＷＤＭ装置を貸し出す際の接続料の算定方法について】

・ 現時点では、当社の既設ＷＤＭ装置を他事業者様に貸し出した実績はありません。今後、当社のＷＤＭ装置が設置されている区間に、

他事業者様からの貸し出し要望があった際に、ＷＤＭ装置の接続条件や費用負担等を事業者間で協議させていただきますが、ＷＤＭ

装置を貸し出す際の接続料については、区間によって設置されているＷＤＭの種類や容量、空き波長の状況等は区々であるため、個

別区間の実情を反映したものにしたいと考えております。

なお、今回の意見募集項目に、「ＷＤＭ装置で波長分割した１波長と中継ダークファイバの１芯を同一の単位として捉えるべきか」

といった項目がありますが、ＷＤＭ装置で波長分割した１波長は、中継ダークファイバの１芯と利便性や効用が異なることから、同

一の単位として取り扱うべきではないと考えます。

【既設ＷＤＭ装置がある区間の情報開示について】

・ 空き波長がある既設ＷＤＭ装置があるか否かは、上述の代替手段のコンサルティング手続きの中で対応しておりますので、それをご

利用頂きたいと考えております。

なお、個々の要望に応じて調査するのではなく、当社の既設ＷＤＭ装置の設置状況や空き波長の状況を一覧で開示することについて

は、全中継区間においてＷＤＭ装置の設置・空き状況を把握して、その状況が変動する都度更新することになるため、システム化が

不可欠ですが、それには相当なコストと期間が必要になります。

他方、これまでに、代替手段のコンサルティングを要望されたのは２社であることを踏まえると、現時点においてコストのかかるシ

ステム化を行うよりも、個別の要望に応じて対応させていただくほうが他事業者様にご負担いただく費用も少なくてすむものと考え

ます。

４－（２） 中継ダークファイバに対する当社の考え方
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■現行の接続ルールは、既設の設備量の範囲内で貸し出すルールであり、新たに設備を構築することまでを強制する

ものではないと考えます。

■非ブロードバンド地域の解消に向け、当社も様々な取り組みを行っておりますが、国や自治体等の支援が不可欠で

す。また、ブロードバンド化にあたっては、光ファイバだけではなく、無線設備や衛星設備など幅広い技術的な検

討を行った上で、解決策をさがしていく必要があると考えます。

【新たなＷＤＭ装置の設置を当社に義務づけることについて】

・ 現行の接続ルールは、既設の設備量の範囲内で貸し出すルールであり、新たに設備を構築することまでを強制するものではないと

考えます。

したがって、既設ＷＤＭ装置がない区間においては、要望される事業者様において、中継ダークファイバやＷＤＭ装置等を設置し

て対応していただきたいと考えます。

【非ブロードバンド地域における基盤整備等について】

・ 当社は、これまで、非ブロードバンド地域の解消に向け、自治体等と連携して光サービスのエリア拡大を図るなど、様々な取り組

みを行ってきており、今後も継続して実施していく考えです。

しかしながら、今なお残されている地域は、民間だけではその解消が困難な地域が多く、国や自治体等の支援が不可欠です。また、

ブロードバンド化にあたっては、通信だけでなく放送や行政サービスなど幅広い用途を視野に入れた検討や、光ファイバ（当社、他

社、国、自治体等）だけでなく、ＷｉＭＡＸ等の無線設備や衛星設備など幅広い技術的な検討を行った上で、最適な解決策をさがし

ていく必要があると考えます。

非ブロードバンド地域の解消に向けて、自治体等を中心に様々な検討が行われた結果として、当社の中継区間にＷＤＭ装置を設置

する以外に適切な解決策がないとして協力要請があった場合には、空き芯線の捻出に係るお客様及び他事業者様対応やＷＤＭ装置の

新設に係る費用等、これに係る費用をご要望される自治体又は事業者様等にご負担いただくことを前提に、当社としても必要な協力

をさせていただく考えです。しかしながら、空き芯線を捻出するためには、既存回線の収容替えに伴ってサービス中断が発生するた

め、事前にお客様や他事業者様から同意を得る必要があり、それには相応の費用や期間が必要になることから、より現実的な方法が

ある場合には、当社からもご提案させていただきたいと考えます。
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【参考２】 中継ダークファイバの空き芯線がない場合における当社の協力例

×
中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞの

空き芯線なし
ＮＴＴビルＢ

自前光ファイバ

国交省殿の光ファイバ 当社の加入ダークファイバ

ＮＴＴビルＡ
（簡易ボックス局）

①当社の加入ダークファイバと国交省の光
ファイバと自前光ファイバの組み合せを提案

〔自前光ファイバ区間は電柱を貸与〕

②衛星設備を使った手段への協力

除雪作業
にも協力

（他事業者様が衛星設備等を設置するための敷地を提供）
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４－（２） 中継ダークファイバに関する当社の考え方

■当社は、既設の中継ダークファイバの異経路構成の確認について、調査実費をご負担いただいた上で、他事業者様

の要望内容に応じて、既に２件の調査を実施しております。

■新規の中継ダークファイバの異経路構成の確保についても、同様の方法で実施可能と考えられるので、ご要望をい

ただければ、実施させていただく考えです。（ただし、道路管理者等からケーブルの移設を求められた際には、異経路構成が確

保できなくなる場合があることを、予めご了承いただきたいと考えます。）

②中継ダークファイバに係る線路情報の開示

【既に設置している中継ダークファイバの異経路構成を確認する仕組みについて】

・ 既にご利用頂いている中継ダークファイバの異経路構成の確認については、調査実費をご負担いただいた上で、他事業者様の要望内

容に応じた調査（例：数千区間に亘り中継ダークファイバが同一ケーブルに収容されているか否か、別のケーブルに収容されているが

同一の管路・とう道を経由しているか否か、等）を実施しており、今後もこれまでと同様に対応させていただくこととしております。

※これまでの調査実績：２件

【新規に中継ダークファイバをご利用頂く際に異経路構成を確保・保証する仕組みについて】

・ 新規に中継ダークファイバをご利用頂く際に、異経路構成を確保して提供することについては、現時点では実績がありませんが、上

記（既にご利用頂いている中継ダークファイバの異経路構成の確認）と同様の方法で、提供することは可能であると考えておりますの

で、要望される区間や内容を伺った上で、それに要する費用をご負担いただければ、提供させていただく考えです。

ただし、新設時に異経路構成を確保しても、その後、道路管理者や電柱の土地所有者等から電柱やケーブルの移設、ケーブルルート

の変更等を求められた際には、当社は応じざるを得ず、結果として異経路構成が取れなくなる事がありますので、提供後の異経路構成

の保証は出来ないという事をご理解いただいた上で、提供させていただく考えです。

・今回の提案募集で、ソフトバンク殿より、「中継ダークファイバの開示において、既存のルートコードとは別に、物理区間毎のＩＤを

新たに付与し、事前に接続事業者に開示することで、接続事業者が異経路構成を予め確保することができるようにすべき」とのご意見

がございましたが、ご要望に応じるためには、改めて設備の現状調査を実施し、データベースを全面的に構築し直した上で、業務オペ

レーションシステム、申込受付システム、情報開示システムの大規模な開発と今後のデータベースの維持管理作業が必要になります。

その結果、当該費用の負担方法にもよりますが、要望される事業者様のご負担が現在の調査実費に比べて、かなり高額なものとなった

り、中継ダークファイバの接続料の値上げを招くことが想定されます。したがって、現在当社が実施している上記と同様の方法により、

個別のご要望に応じて対応させていただくほうが他事業者様にご負担いただく費用も少なくてすむものと考えます。


